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基幹産業としての観光が目指す姿を描く中長期的なビジョン

2040年、日本を価値創造型観光大国へ
観光を「余暇・消費活動」から「価値を生む活動」へ再定義

社会・経済・文化を横断して価値を創出する基盤的活動＝国家資産（ナショナルアセット）として位置づける

１．背景と出発点

高齢者（65歳以上）が人口の約35%を占め、生産年齢
(15～64歳）人口は2020年比で約1,300万人減少。地
域インフラの維持すら困難になる局面が想定される。

旅行・観光産業のGDP寄与額は2035年に16.5兆ドルへ成長
（世界旅行ツーリズム協議会〔WTTC〕）。世界経済フォー
ラム（WEF）の国際比較で日本は自然、文化、インフラな
どの分野で高評価。インバウンド需要は力強く回復中。

観光需要の地域的・時間的偏在による過剰問題、
人材確保、育成困難、低付加価値構造による賃金
低迷、データ活用の遅れ、外部ショック（災害、
感染症など）に対する脆弱性など。

社会構造の転換 世界市場の成長 現状の課題

２．２０４０年めざす姿：価値創造型観光大国

「来訪者数を増やすべきか（量）」と「単価を上げるべきか（質）」いう対立を超え、地域ごとに最適なバランスを設計する「価値密度最適化」へ
これからは、来訪者一人ひとりが地域にどれだけ深く関わり、長く滞在し、再訪し、地域に収益や誇りを残すかを測る総合的な概念「価値密度」を高めることが重要。
地域に望ましい来訪者を選び、都市型、リゾート型、農山漁村型、歴史文化型など、地域特性に適した戦略で、生まれた収益を賃金、人材育成へ再配分し循環させる。

観光は「五方よし」の産業へ ー観光を地域にとって誇りある産業へと進化させるための具体的な設計思想 観光収益を地域へ再投資する循環が前提

①住んでよし

混雑、騒音、価格高騰を抑制し、
住民の誇りと活気につなげる。

②訪れてよし ③働いてよし ④事業・投資してよし ⑤自然・文化によし

深い体験、学び、安全を提供。
再訪・関係人口化・移住につなげる。

適正賃金、成長機会を確保。
仕事の意味と誇りを言語化し、共有。

持続可能な収益構造と再投資の
仕組みで長期的成長を可能に。

観光収益の一部を環境保全、文化
継承へ再投資する仕組みを内包。

３．価値創造型観光大国への戦略（４本柱）

①誇りを持って長く働ける産業に

・適正価格の設定で、持続可能な収益構造
構築。短期的な利益確保にとどめず、将
来に向けた再投資へと循環させる。

・処遇改善、教育投資、キャリア形成支援
など働く人が成長できる道筋明確化。

・インフラ整備、自然保全、文化継承等地
域再生への再投資で地域価値向上。

・「やりがいあるが低収入」から脱却。

②観光を働くことが価値ある
「選ばれるキャリア」に

・観光は人との関りや体験価値の創出を基
盤とする特性からAI（人口知能）やロ
ボット技術の影響を比較的受けにくい。

・「現場専門性の深化」と「職能拡張型」
の２軸でキャリアを設計。最終的には日
本・地域の価値を体現し、世界に掲示す
る「価値観リーダー」に成長。

③社会をつなぎ付加価値創出

・外国人×日本人、都市×地方、世代×世代、
産業×産業を観光が再編集し、接続するこ
とで新しい付加価値を創出。

・DMO（観光地域づくり法人）等を「観光地
域経営機関」に進化させ、地域資源を可視
化・ブランド化、収益を再投資へと循環。

・外資ホテル、投資ファンドの戦略的活用と
ともに、地域還元、人材育成貢献。

④体験を支える社会システムを整備

・地域交通再設計（空港、港、駅等を地域ブランド
発信基地として再構築。回遊型観光促進）

・データ、AI活用で経営高度化（人は付加価値の高
い体験設計、対人価値創出に集中）

・観光危機管理の標準化（多言語情報発信等を平時
から標準化で国際的信認を蓄積）

・訪日、海外、国内旅行の関係循環（一体的プロセ
スで捉え、再訪、関係人口化等へ）

・多層的市場構造形成（多様な来訪者をバランスよ
く誘致し、外部環境変化に強い構造構築）

2040年の日本 観光産業のポテンシャル 解決すべき課題
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